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テーマ：アジア共通通貨問題への試案＊
１．近い将来、アジア諸国が共通して取り組むことに合意するであろう事柄
(1)中国の資本移動の自由化に伴う「ドル‐元‐円」相互の為替レート不安定化の除去
(2)アジアの通貨協力としてのＡＣＵ(アジア通貨単位)の創出
２．ＡＣＵ構想の現状
(1)学問レベルから政治レベルの問題になりつつある。
(2)ＡＣＵの具体的内容と創出のタイミングが課題とされている。
３．ＡＣＵ構想の論点整理
(1)ＡＣＵの性格・名称・種類
　①　ＡＣＵは、ユーロのような「単一通貨」ではなく、あくまでも「共通通貨単位」である。したがって、ＡＣＵの導入によって、日本円、人民元、韓国ウオンなどが消えるわけではない。つまり、ＡＣＵは、アジアの諸通貨と並存する「パラレル通貨」である。
　②　共通通貨単位の名称については論者によってまちまちであるが、議論をいたずらに錯綜させないためにも、名称はＡＣＵに統一し、議論の深化を図るべきである。
　③　例えば、米ドルを含んだＡＣＵと米ドルを含まないＡＣＵを作るといったように、必要にあわせて複数のＡＣＵを作るべきであるとする議論もある。しかし、これは必要以上に議論を複雑にし、議論の本質を見失わせる恐れが高いため、ＡＣＵは一つにすべきである。
(2)ＡＣＵの目的
　　「アジア通貨基金構想」や「チェンマイ・イニシアティブ」によるアジアの通貨協力の目的は、流動性確保、特にドル確保に主眼が置かれている。これに対し、ＡＣＵの目的は、為替レートの変動リスクを軽減することにある。
(3)構成通貨
　　選択肢としては、①米ドルを入れるＡＰＥＣ型、②インド・ルピーまで入れるＡＳＥＡＮ＋６型、③米ドルもインド・ルピーも入れないＡＳＥＡＮ＋３型の３つがある。
　　これについては、２１世紀のアジアにおいては、ドルも元も不可欠な存在であることを考えると、①の米中参加型、つまり中国人民元と米国ドルの通貨バスケットへの即時かつ同時参加が望ましい。
(4)構成比率

　　ＡＣＵ内の各通貨の構成比率に関する問題は、高度に技術的な問題であるが、難しさを誇張すべきではなく、一定の客観的定式に合意すれば足りる問題である。私見では、中国政府が2005年に作成した通貨バスケット（花尻卓「中国人民元の為替制度改革について」『ファイナンス』平成17年9月号（通巻478号）、大蔵財務協会、pp.24-33参照）の考え方をアジア・ベースでのウェイトに置き換えればよい。
(5)「ニュメレール通貨」
　　貨幣には、通常、価値尺度・支払い手段・貯蔵手段の３機能があるとされるが、私は価値尺度しか持たないＡＣＵを構成すべきであることを提案している。これが実現できれば、価値尺度と貯蔵手段の機能を持っていた欧州のＥＣＵ（ヨーロッパ通貨単位）以上の、世界で最も簡素な国際通貨になるであろう。
(6)ＡＣＵの利用
　ＡＣＵの利用としては、次の３つ（ないしその組合せ）が考えられる。

①公的使用≒欧州で言う「公的」ＥＣＵ
　　　…　アジア各国の中央銀行における余剰の外貨準備をプールし、外貨準備供出国はその見返りにＡＣＵを受け取るような利用の仕方
　②「共通貿易通貨」としての使用
　　　…　貿易取引の建値をＡＣＵ建てにする利用の仕方
　③「共通資本通貨」としての使用≒欧州で言う「私的」ＥＣＵ
　　　…　金融・資本市場においてＡＣＵ建ての債券発行や銀行貸付けを行う利用の仕　方　
(7)スネーク制度の困難性について
　　スネーク制度は、いわば通貨当局が介入によって市場と対決する固定為替相場制の発想に基づくものであるため、採用すべきではない。変動為替相場制の下では、市場と対決するのではなく、逆に市場の力を活用する為替政策をとるべきである。
(8)ＡＣＵの定義主体
　　日・中・韓の財務大臣が、ＡＣＵの定義に関するカードを握っていると言える。ＡＣＵの定義は、これら３カ国間の信頼関係とイマジネーションにかかっている。
(9)アジアの多様性

　　アジアの多様性、つまり国別格差をアジア通貨統合の最大のネックとして指摘する者が多い。しかし、通貨は、ＯＤＡと異なり、市場の問題である。したがって、グループに入れる通貨は、必然的に市場が相手をしてくれる強い通貨になるはずであるため、前述の指摘は完全な間違いである。
　　そもそも、ＡＣＵの議論をする際には、まず通貨とＯＤＡを区別することから始める必要があるように思われる。

(10)議論のスピード化とシンプル化
４．結び
(1)「私的」ＥＣＵ以外の欧州の経験は、アジアではまず使えないであろう。
(2)ＡＣＵが、東アジア共同体に対する建設的な突破口の役割を担えるのではないか。






